
浜岡原子力発電所原子炉施設保安規定の
変更認可申請について

令和2年12月23日

中部電力株式会社

【浜岡原子力発電所１号原子炉及び２号原子炉廃止措置計画

変更認可申請書の反映による変更等】
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１ 保安規定変更認可申請内容

本浜岡原子力発電所原子炉施設保安規定変更認可申請書における変更認可内容は以下の通り。

（１）浜岡原子力発電所１号炉原子炉及び２号原子炉廃止措置計画変更認可申請書
の反映による変更（Ｐ．３）

（２）１，２号炉の廃止措置の進捗に伴う変更（Ｐ．４～８）

（３）原子力発電保安審議会における審議事項に係る運用の変更（Ｐ．９～１０）

（４）記載の適正化

（１）～（３）について、次頁より詳細説明する。
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（１）廃止措置計画変更認可申請書の反映による変更

項目 変更内容 変更理由

第２編 第１２条
(対象施設・設備等の供用
終了確認)

・「第６２条第１項に定める添付－３に示す要求され
る機能」を「廃止措置計画で定める性能維持施設に加
え，原子炉圧力容器及び使用済燃料貯蔵プールの機
能」に記載を変更する。

・廃止措置計画変更認可申請
書に合わせた変更
（変更の反映に係る評価は別
紙参照）

第２編 第２３条
(地震又は火災等発生時の
対応)

・３項の※２に記載の「第６２条に定める廃止措置対
象施設」を「廃止措置計画で定める性能維持施設」に
記載を変更する。

第２編 第６１条
(施設管理計画)

・第６１条３.(1)に記載の「性能を維持すべき設備」を
「性能維持施設」に記載を変更する。

第２編 第６２条
(廃止措置対象施設の維持
管理)

第２編 添付－３
(廃止措置対象施設の維持
管理)

・第６２条第３項に記載の「廃止措置対象施設」を
「性能維持施設」に，第１項に記載されている「添付－
３」を「廃止措置計画で定める性能維持施設」に記載
を変更する。
・添付－３を削除する。
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（２）１，２号炉の廃止措置の進捗に伴う変更（１／５）

排気筒解体用エリアの撤去に伴う管理区域の解除

：汚染のおそれのない管理区域

地下階

排気筒解体用
エリア

地下階

【現在】 【排気筒解体用エリアの撤去】

排

気

筒

内

「汚染のおそれのな
い管理区域」
→「非管理区域」

排気筒解体用
エリア

排

気

筒

内

令和３年６月予定

内容 第１編 第２編

保安規定の変更箇所 「排気筒解体用エリア」の削除
添付－２ 管理区域図１（管理区域全体図）

添付－２ 管理区域図７８（排気筒解体用エリア）

施行時期
原子力規制委員会の認可を受けた後，かつ，排気筒解体用エリアの解体準備が完了し，排気筒解体用エリアの放射線測定評価
により基準値を下回っていることを確認後，当社が定める日
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（２）１，２号炉の廃止措置の進捗に伴う変更（２／５）

排気筒の撤去に伴う管理区域の解除

：汚染のおそれのない管理区域

「汚染のお
それのない
管理区
域」→「非
管理区
域」

地下階

【排気筒筒身の切断】 【排気筒筒身の切断完了後】

排

気

筒

内

「汚染のおそれのない
管理区域」→「非管理区域」

令和４年２月予定令和３年７月～令和４年２月予定

地下階

内容 第１編 第２編

保安規定の
変更箇所

「排気筒」
の削除

周辺監視区域 第９６条 図９６ 第５１条 図５１

周辺監視区域境界付近における空気吸収線量率等の測定場所 第９９条 図９９ 第５４条 図５４

管理区域図（１号炉希ガスホールドアップ装置建家地下１階，１階，２階，３階，屋上） 添付－２ 管理区域図１０

保全区域図 添付－３ －

管理区域図（管理区域全体図） 添付－２ 管理区域図１

「管理区域図７８」の欠番表示 添付－２ 管理区域図内訳

管理区域図７８（排気筒解体用エリア）の削除 添付－２

施行時期 原子力規制委員会の認可を受けた後，かつ，排気筒筒身の切断が完了し，放射線測定評価により基準値を下回っていることを確認後，当社が定める日
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（２）１，２号炉の廃止措置の進捗に伴う変更（３／５）

クリアランス第３建屋の追加に伴う管理区域の設定（令和３年６月予定）

分別管理

保管

CW

廃止措置管理 廃棄物管理

【第41条の2 第2項(2)】
・分別・除染
（性状に応じ）
・切断（必要に応じ），
収納
・記録と照合
（容器に収納する場合）

【第41条の2 第2項(3)】
・保管，異物混入防止措置

【第41条の2 第2項(4)】
・保管状況の確認及び
廃止措置計画課長への通知

CW：放射性物質とし
て扱う必要のないも
のと推定されるもの

【第41条の2第2項(1)】
廃止措置計画課長の判断に基づき取扱う

分別・除染

切断

収納

保管

CL

分別・除染

切断

収納

【第41条の2の2 第2項(2)】
・分別・除染（性状に応じ）
・切断（必要に応じ），収納
・記録と照合
（容器に収納する場合）

【第41条の2の2 第2項(3)】
・保管，異物混入防止措置
【第41条の2の2 第2項(4)】
・保管状況の確認及び
廃止措置計画課長への通知

【第41条の2の2 第3項(1)】
・追加的な汚染の防止措置

（クリアランス認可申請済みの
ＣＬ対象推定物の場合）

測定・評価

保管

CL

【第41条の2の2 第3項(2)】
・異物混入防止措置
・追加的な汚染の防止措置
・放射能濃度の測定および評価

【第41条の2の2 第3項(3)】
・保管，異物混入防止措置
・追加的な汚染の防止措置

【第41条
の2の2
第3項(4)】
・放射能濃
度の基準を
満足しない
場合

ＣＬ：
放射能濃度
確認対象物

第41条の2（放射性物質として扱う必要
のないものと推定されるものの管理）

第41条の2の2（放射能濃度確認対象物の管理）

【第41条の2の2 第2項(1)】
廃棄物管理課長の判断に基づき取扱う

【第15条の3 第1項】
・混在防止措置，
分別管理

解体撤去工事

【第15条】
・工事の計画及び実施

CN,CJ

L3

NR

CN,CJ：クリアラン
ス対象推定物（除染
不要，除染要）
L3：低レベル放射性
廃棄物のうち放射能レ
ベルが極めて低いもの
NR：放射性廃棄物で
ない廃棄物

（
分
別
・
除
染
，
切
断
，
収
納
が
再
度

必
要
と
判
断
さ
れ
た
も
の
）

国の確認

Ｌ3廃棄物
として管理

：主要な業務フロー

出典：浜岡原子力発電所原子炉施設保安規定の変更認可申請について 資料３(令和元年７月２日)

今回の追加箇所

原子炉建家

タービン建家

クリアランス
第２建屋等

クリアランス第１建屋

クリアランス第３建屋
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（２）１，２号炉の廃止措置の進捗に伴う変更（４／５）

項目 変更内容 変更理由

第１編 第９６条
第２編 第５１条
(周辺監視区域)

・周辺監視区域図（第１編 図９６及び第２編 図５
１）に記載の１,２号共用排気筒を削除する。

・１,２号共用排気筒解体工
事の進捗により，排気筒を撤
去することから，削除する。

第１編 第９９条
第２編 第５４条
(外部放射線に係る線量
当量率等の測定)

・周辺監視区域境界付近における空気吸収線量率等の
測定場所（第１編 図９９及び第２編 図５４）に記
載の１,２号共用排気筒を削除する。

・１,２号共用排気筒解体工
事の進捗により，排気筒を撤
去することから，削除する。

第２編 第５５条
(放射線計測器類の管理)

・表５５「放射線監視用計測器 エリア放射線モニタ（廃
止措置工事課長所管分）」の数量を変更する。
（７４台→２７台）

・性能維持施設として，廃止措
置計画へ記載した数量（運用
最低必要台数）に変更する。
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（２）１，２号炉の廃止措置の進捗に伴う変更（５／５）

項目 変更内容 変更理由

第１編 添付－２
第２編 添付－２
(管理区域図)

・管理区域図の排気筒解体用エリア，排気筒内および希
ガスホールドアップ装置建家地下１階の管理区域内におけ
る区域区分を「汚染のおそれのない管理区域」から「非管
理区域」に変更する。

・１,２号共用排気筒解体工
事の進捗により，排気筒解体
用エリア，排気筒を撤去するこ
とから，削除する。

・管理区域図にクリアランス第３建屋を「汚染のおそれのな
い管理区域」として追加する。

・今後の解体クリアランス運用に
おいて，クリアランス測定エリアと
して「汚染のおそれのない管理
区域」を設定する必要があること
から，追加する。

第１編 添付－３
(保全区域図)

・保全区域図の１,２号共用排気筒を削除する。 ・１,２号共用排気筒解体工
事の進捗により，排気筒を撤
去することから，削除する。
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（３）原子力発電保安審議会における審議事項に係る運用変更（１／２）

項目 変更内容 変更理由

第１編 第６条
第２編 第６条
(原子力発電保
安審議会)

・原子力発電保安審議会（以下「保安審議会」と
いう。）における審議事項に係る運用に関して，
「あらかじめ保安審議会で審議の上，別途，所定
の手続きにより定めた軽微な事項は，審議事項に
該当しない」旨を規定し，保安規定の軽微な変更
については保安審議会の審議事項としない運用に
変更する。

・審議の余地が無い保安規定の軽微な変更に
ついては審議事項としない運用に変更することに
より、保安審議会の委員長、委員および関係者
の審議のため（会議体開催前の資料確認を含
む。）の労力・時間を、他の重要な保安活動に
振り向けることにより、原子力安全の達成・維
持・向上に寄与することができる。

＜審議事項としない保安規定の軽微な変更（案）＞
以下の変更を軽微な事項と規定し，保安審議会の審議対象外とする。
・誤記訂正、様式の変更
・組織（業務分掌の変更を伴わないもの）、設備、文書および記録の名称変更の反映
・法令改正に伴う引用条項の変更
・保安規定の条項番号の変更（番号の繰り上げ、繰り下げ等）
・上記の他、法令等の改正や上位文書の変更に伴い必然的に反映する事項
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（３）原子力発電保安審議会における審議事項に係る運用変更（２／２）

＜所定の手続きとは＞
保安審議会等の社内会議体は、付議事項について審議する場であり、会議体における審議結果を踏まえ、別途、会社
としての意思決定の手続きを行う。

保安規定の軽微な変更を保安審議会の審議対象外とする運用の変更にあたっては、保安規定の変更認可を受けた後、
以下のプロセスに従う。

保安審議会における審議

【内部コミュニケーション手引】の改正手続き

審議不要とできる保安規定の軽微な変更について、その考え方および
具体的な内容が保安上問題ないか審議する。

保安審議会における審議結果に従い、保安審議会の審議事項等に
ついて規定しているＱＭＳ二次文書である【内部コミュニケーション手
引】を改正し、ルール化する。

保安審議会の委員長
「原子力部長」

同手引の決裁者
「原子力部長」

「原子力部長」が同手引改正の決裁
を行うにあたり保安審議会で審議する。



別紙 

廃止措置計画変更認可申請書の変更／保安規定第２編への反映箇所 

1／4 

 

廃止措置計画変更認可申請書（変更後） 保安規定第２編（変更前） 保安規定第２編（変更後） 反映に係る評価 

六 廃止措置期間中に性能を維持すべき施設 

 

１ 概要 

１号及び２号原子炉施設の廃止措置期間中に性能を維持すべき施設（以下，「性

能維持施設」という。）は，廃止措置の基本方針に基づき，周辺公衆及び放射線業

務従事者の被ばくの低減を図るとともに，使用済燃料の貯蔵のための管理，汚染

の除去工事，解体撤去工事及び核燃料物質によって汚染された物の廃棄作業等の

各種作業の実施に対する安全の確保のために，必要な期間，所要の性能及び必要

な機能を維持管理する。 

廃止措置期間中の工事の進捗状況に応じて段階的に性能を変更する必要がある

場合には，要求されている機能に支障を及ぼさないこととする。 

この設備の機能は，定期的に点検等で確認することとし，また，その結果は適

切な基準と照らし合わせて評価し，経年変化等による性能低下又はそのおそれの

ある場合には，必要に応じて所定の手続きを経て必要な機能を満足するよう補修

又は取替えを行う。 

これら性能維持施設の維持管理に関しては，「保安規定」に管理の方法を定め

て，これに基づき実施する。 

 

[以下，略] 

 

（対象施設・設備等の供用終了確認） 

第１２条 廃止措置計画課長は，解体撤去工事又

は汚染の除去工事を行う場合は，対象施設・

設備等の供用が終了していることを確認す

る。ただし，第６２条第１項に定める添付－

３に示す要求される機能を維持した上で，汚

染の除去工事を実施することができる。 

 

 

 

（地震又は火災等発生時の対応） 

第２３条 各課長は，地震又は火災が発生した場

合は次の措置を講じるとともに，その結果を

所長及び廃止措置主任者に報告する。 

(1) 震度５弱以上の地震が観測※１された場合

は，地震の揺れがおさまった後，維持すべ

き原子炉施設※２の損傷の有無を確認する。 

(2) [略]  

２ [略] 

３ [略] 

※１：観測された震度は，発電所周辺のあらか

じめ定めた測候所等の震度をいう。 

※２：維持すべき原子炉施設とは，第６２条に

定める廃止措置対象施設をいう。以下，

本条において同じ。 

 

[以下，略] 

 

（対象施設・設備等の供用終了確認） 

第１２条 廃止措置計画課長は，解体撤去工事又

は汚染の除去工事を行う場合は，対象施設・

設備等の供用が終了していることを確認す

る。ただし，廃止措置計画で定める性能維持

施設に加え，原子炉圧力容器及び使用済燃料

貯蔵プールの機能を維持した上で，汚染の除

去工事を実施することができる。 

 

 

（地震又は火災等発生時の対応） 

第２３条 各課長は，地震又は火災が発生した場

合は次の措置を講じるとともに，その結果を

所長及び廃止措置主任者に報告する。 

(1) 震度５弱以上の地震が観測※１された場合

は，地震の揺れがおさまった後，維持すべ

き原子炉施設※２の損傷の有無を確認する。 

(2) [略]  

２ [略] 

３ [略] 

※１：観測された震度は，発電所周辺のあらか

じめ定めた測候所等の震度をいう。 

※２：維持すべき原子炉施設とは，廃止措置計

画で定める性能維持施設をいう。以下，

本条において同じ。 

 

[以下，略] 

 

凡例 

赤線：保安規定変更箇所 

黄色マーカー：廃止措置計画変更認可申請書・保安規定の関連箇所 

・「廃止措置計画で定める性能維持施設」につ

いては，廃止措置計画に記載の性能維持施設の

ことであるため，反映は問題ない。 

（※２も同様） 

・原子炉圧力容器は，廃止措置計画の審査基準

に照らし「廃止措置計画で定める性能維持施

設」から除外したが，これまで第６２条 第１

項に定める添付－３に示す設備であり，その要

求される機能を維持した上で，汚染の除去工事

を実施する計画であることに変更はないこと

から，反映は問題ない。 

・使用済燃料貯蔵プールも原子炉圧力容器と同

様の考えで「廃止措置計画で定める性能維持施

設」から除外したため，汚染の除去工事を実施

する可能性のある設備として記載したが，第２

段階の原子炉領域周辺設備解体撤去期間中に

汚染の除去工事を行う予定がないことから，補

正にて削除する。 
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六 廃止措置期間中に性能を維持すべき施設 

 

１ 概要 

１号及び２号原子炉施設の廃止措置期間中に性能を維持すべき施設（以下，「性

能維持施設」という。）は，廃止措置の基本方針に基づき，周辺公衆及び放射線業

務従事者の被ばくの低減を図るとともに，使用済燃料の貯蔵のための管理，汚染

の除去工事，解体撤去工事及び核燃料物質によって汚染された物の廃棄作業等の

各種作業の実施に対する安全の確保のために，必要な期間，所要の性能及び必要

な機能を維持管理する。 

廃止措置期間中の工事の進捗状況に応じて段階的に性能を変更する必要がある

場合には，要求されている機能に支障を及ぼさないこととする。 

この設備の機能は，定期的に点検等で確認することとし，また，その結果は適

切な基準と照らし合わせて評価し，経年変化等による性能低下又はそのおそれの

ある場合には，必要に応じて所定の手続きを経て必要な機能を満足するよう補修

又は取替えを行う。 

これら性能維持施設の維持管理に関しては，「保安規定」に管理の方法を定め

て，これに基づき実施する。 

 

[以下，略] 

 

（施設管理計画） 

第６１条 原子炉施設について原子炉設置（変更）

許可を受けた設備に係る事項及び「実用発電

用原子炉及びその附属施設の技術基準に関す

る規則」（以下「技術基準規則」という。）を

含む要求事項への適合を維持し，原子炉施設

の安全を確保するため，以下の施設管理計画

を定める。 

 

【施設管理計画】 

１．[略] 

２．[略] 

３．保全対象範囲の策定 

組織は，原子炉施設の中から，各号炉毎に

保全を行うべき対象範囲として次の各項の

設備を選定する。 

(1) 廃止措置計画で定める性能を維持すべ

き設備 

(2) その他自ら定める設備 

４．[略] 

５．[略] 

５．１ [略] 

５．２ 設計及び工事の計画の策定 

(1) 組織は，設計及び工事を実施する場合は，

あらかじめその方法及び実施時期を定めた

設計及び工事の計画を策定する。また，安

全上重要な機器等※２のうち第６２条に定め

る廃止措置対象施設の工事を実施する場合

は，その計画段階において，法令に基づく

必要な手続き※３の要否について確認を行

い，その結果を記録する。 

[以下，略] 

 

 

（施設管理計画） 

第６１条 原子炉施設について原子炉設置（変更）

許可を受けた設備に係る事項及び「実用発電

用原子炉及びその附属施設の技術基準に関す

る規則」（以下「技術基準規則」という。）を

含む要求事項への適合を維持し，原子炉施設

の安全を確保するため，以下の施設管理計画

を定める。 

 

【施設管理計画】 

１．[略] 

２．[略] 

３．保全対象範囲の策定 

組織は，原子炉施設の中から，各号炉毎に

保全を行うべき対象範囲として次の各項の

設備を選定する。 

(1) 廃止措置計画で定める性能維持施設 

 

(2) その他自ら定める設備 

４．[略] 

５．[略] 

５．１ [略] 

５．２ 設計及び工事の計画の策定 

(1) 組織は，設計及び工事を実施する場合は，

あらかじめその方法及び実施時期を定めた

設計及び工事の計画を策定する。また，廃

止措置計画で定める性能維持施設の工事を

実施する場合は，その計画段階において，

法令に基づく必要な手続き※２の要否につい

て確認を行い，その結果を記録する。 

 

[以下，略] 

 

 

・廃止措置計画に記載の性能維持施設のことで

あるため，反映は問題ない。 

（５．２（１）も同様） 



別紙 

廃止措置計画変更認可申請書の変更／保安規定第２編への反映箇所 

3／4 

 

廃止措置計画変更認可申請書（変更後） 保安規定第２編（変更前） 保安規定第２編（変更後） 反映に係る評価 

六 廃止措置期間中に性能を維持すべき施設 

１ 概要 

１号及び２号原子炉施設の廃止措置期間中に性能を維持すべき施設（以下，「性

能維持施設」という。）は，廃止措置の基本方針に基づき，周辺公衆及び放射線業

務従事者の被ばくの低減を図るとともに，使用済燃料の貯蔵のための管理，汚染

の除去工事，解体撤去工事及び核燃料物質によって汚染された物の廃棄作業等の

各種作業の実施に対する安全の確保のために，必要な期間，所要の性能及び必要

な機能を維持管理する。 

廃止措置期間中の工事の進捗状況に応じて段階的に性能を変更する必要がある

場合には，要求されている機能に支障を及ぼさないこととする。 

この設備の機能は，定期的に点検等で確認することとし，また，その結果は適

切な基準と照らし合わせて評価し，経年変化等による性能低下又はそのおそれの

ある場合には，必要に応じて所定の手続きを経て必要な機能を満足するよう補修

又は取替えを行う。 

これら性能維持施設の維持管理に関しては，「保安規定」に管理の方法を定め

て，これに基づき実施する。 

 

２ 第２段階の性能維持施設に関する内容 

廃止措置を安全に進めるうえで，放射性物質を内包する系統及び機器を収納す

る建屋・構築物，放射性廃棄物の廃棄施設，放射線管理施設，その他の安全確保

上必要な設備等の施設を廃止措置の進捗に応じて維持管理していく。 

性能維持施設を維持管理するための基本的な考え方は，以下のとおりである。 

また，具体的な性能維持施設を表 6-1，2 に示す。 

(1) 放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建屋・構築物については，こ

れらの系統及び機器を撤去するまでの期間，放射性物質の外部の漏えいを防

止するための障壁及び放射線遮へい体としての機能及び性能を維持管理す

る。 

(2) 放射性廃棄物の廃棄施設については，放射性廃棄物の処理が完了するまでの

期間，放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物を適切に処理・放出するため，

放射性廃棄物処理機能等及び性能を維持管理する。また，放射性固体廃棄物

を適切に処理及び貯蔵保管するため，放射性廃棄物処理機能及び性能を維持

管理する。 

(3) 放射線管理施設については，関連する設備の供用終了，放射性気体廃棄物及

び放射性液体廃棄物の処理完了又は管理区域が解除されるまでの期間，原子

炉施設内外の放射線監視，環境への放射性物質の放出管理及び管理区域内作

業に係る放射線業務従事者の被ばく管理のため，放射線監視機能，放出管理

機能及び性能を維持管理する。 

(4) 換気設備については，管理区域が解除されるまでの期間，放射性廃棄物の処

理，放射線業務従事者の被ばく低減等を考慮して，建屋内の換気機能及び性

能を維持管理する。 

 

（廃止措置対象施設の維持管理） 

第６２条 各課長は，次の事項を実施するため，

第６１条（施設管理計画）に基づき，添付－

３に示すとおり保全を行う。 

(1) 放射性物質を内包する系統及び機器を収納

する建屋及び構築物は，これらの系統及び

機器が撤去されるまでの間，放射性物質の

外部への漏えいを防止するための障壁及び

放射線遮へい体としての機能を維持管理す

る。 

(2) 供用を終了した放射性物質を内包する系統

及び機器は，放射性物質が飛散・拡散しな

いよう処置を施して解体まで保管する。 

(3) 放射性廃棄物の廃棄施設は，気体廃棄物及

び液体廃棄物を適切に処理・放出するため，

放射性廃棄物処理機能等を維持管理する。

また，固体廃棄物を適切に処理及び貯蔵保

管するため，放射性廃棄物処理機能を維持

管理する。 

(4) 放射線管理施設は，原子炉施設内外の放射

線監視，環境への放射性物質の放出管理及

び管理区域内作業に係る放射線業務従事者

の被ばく管理のために，放射線監視機能，

放出管理機能を維持管理する。 

(5) 換気設備は，放射性廃棄物の処理及び放射

線業務従事者の被ばく低減等を考慮して，

建屋内の換気機能を維持管理する。 

(6) 電源設備は，原子炉施設の安全確保上必要

な場合，適切な容量を確保し，それぞれの

設備に要求される電源供給機能を維持管理

する。 

 

（性能維持施設の維持管理） 

第６２条 

 

 

 

・第６２条の名称は，廃止措置計画に記載の

性能維持施設のことであるため，反映は問題

ない。 

・廃止措置対象施設の維持管理の基となる考

え方を明確化するため，第６２条 第１項に廃

止措置計画 本文六の「維持管理するための基

本的な考え方」について，また添付－３に廃

止措置対象施設の維持管理について記載して

いたが，現行の保安規定審査基準で要求され

ていない事項であり削除する。なお，当該の

考え方は二次文書に規定しており，今後も，

廃止措置の実施にあたってはその考え方に従

うことに変更はない。 

上記のとおり，第１項及び添付－３を削除

するが，保安規定審査基準で要求される，発

電用原子炉施設の施設管理（施設管理方針，

施設管理目標及び施設管理実施計画の策定並

びにこれらの評価及び改善）については，第

６１条に定めているため，削除しても問題は

ない。 
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(5) その他の安全確保上必要な設備については，安全確保上必要な期間，それぞ

れの設備に要求される機能及び性能を維持管理する。 

 

廃止措置対象施設内で３号，４号，５号炉又は廃止措置対象外の共用設備に係

る工事を実施する場合は，事前に上記維持管理の考え方に示す廃止措置対象施設

の保安のために必要な維持すべき機能等に影響を与えないことを確認した上で，

運転中の設備に係る工事として実施する。例えば，５号炉低圧タービンロータの

除却作業を，２号炉タービン建家において実施する場合，上記維持管理の考え方

に示す事項に影響を与えないことを確認した上で工事を実施する。 

 

廃止措置の進捗に応じて，表 6-1，2に示す性能維持施設を変更する場合は,  廃

止措置計画に反映して変更認可を受ける。 

 

[以下，略] 

(7) その他の安全確保上必要な設備は，それぞ

れの設備に要求される機能を維持管理す

る。 

(8) タービン潤滑油等の危険物を貯蔵する施設

は，早期に危険物を搬出又は処理すること

を原則とするが，危険物が搬出又は処理さ

れるまでの期間，必要な設備の機能を維持

管理する。 

 ２ 廃止措置工事課長は，放射性物質を内包す

る系統及び機器については，放射性物質が飛

散・拡散しないよう，系統及び機器の隔離，

機器の電源隔離等の適切な措置を講じ，維持

管理する。なお，汚染状況の調査等を行う場

合は，本措置を一時的に解除することができ

る。 

 ３ 各課長は，廃止措置対象施設内において，

運転段階の原子炉施設に係る工事が実施され

る場合，当該工事により廃止措置対象施設の

維持管理に支障を来さないよう管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各課長は，廃止措置対象施設内において，

運転段階の原子炉施設に係る工事が実施され

る場合，当該工事により廃止措置計画で定め

る性能維持施設の維持管理に支障を来さない

よう管理する。 

 

 

・第１項と同様，現行の保安規定審査基準で

要求されていない事項であり削除する。なお，

第２項の考え方は二次文書に規定しており，

今後も，廃止措置を実施するにあたってはそ

の考え方に従うことに変更はない。 

・第３項の廃止措置対象施設の維持管理の記

載は，廃止措置計画の性能維持施設のことで

あるため，反映は問題ない。 


